
由良町人事行政の運営等の状況
　1　職員の任免及び職員数に関する状況
　(1)　職員の任免の状況 (単位：人)

備考 1　職員数は一般職に属する職員数です。（教育長を除く。）
2　退職者数は、定年、勧奨、自己都合等により退職した職員数です。

　(2)　部門別職員数の状況 (各年4月1日現在) (単位：人)

備考 職員数は一般職に属する職員であり、地方公務員の身分を保有する休職者、
派遣職員などを含み、臨時職員を除きます。
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　 由良町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に規定する、職員数、給与、勤務条件
等を公表します。



　(3)　一般行政職の級別職員数の状況 (平成19年4月1日現在)

備考 平成18年4月1日から給料表の級区分が以下のとおり統合されました。
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　(4)　年齢別職員構成の状況 (平成19年4月1日現在) (単位：人)

　(5)　定員適正化計画の数値目標及び進ちょく状況
　　①　定員適正化計画の数値目標

備考 減員は、各年3月31日までの定年退職者及び早期退職者（平成20年以降について
は予定者）の数です。増員は、各年4月1日の新規採用予定者の数です。職員数は、各
年4月1日現在の数です。

　　②　定員適正化計画の年次別進ちょく状況（実績）の概要

備考 1　減員は、平成19年3月31日までの定年退職者及び早期退職者の数です。職員数
 は、各年4月1日現在の数です。
2　（　　%）内の数値は、数値目標に対する進ちょく率です。
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　2　職員の給与の状況
　(1)　人件費の状況(普通会計決算) (単位：千円)

　(2)　職員給与費の状況(普通会計決算)

　(3)　ラスパイレス指数

備考 1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の
 給与水準を示す指数です。
2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数
 を単純平均したものです。

　(4)　職員の平均年齢及び平均給料月額の状況 (平成19年4月1日現在)
　　①　一般行政職

　　②　技能労務職
平均給与月額(円)
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　(5)　職員の初任給の状況 (平成19年4月1日現在) (単位：円)

　(6)　職員の経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 (平成19年4月1日現在) (単位：円)

備考 平成19年4月1日現在で該当する職員がいない場合は、金額を記載していません。
　(7)　職員手当の状況
　　①　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成18年度） 1人当たり平均支給額（平成18年度）

支給割合（平成18年度） 支給割合（平成18年度）
期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

加算措置の状況 加算措置の状況

　　②　退職手当 (平成19年4月1日現在)

支給率 支給率
勤続20年 勤続20年
勤続25年 勤続25年
勤続35年 勤続35年
最高限度額 最高限度額
その他の加算措置 その他の加算措置

( 退職時特別昇給 無 )
1人当たり平均支給額

備考 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に
支給された平均額です。
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-                  
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　　③　特殊勤務手当 (平成19年4月1日現在)

　　④　時間外勤務手当 (平成19年4月1日現在)

　　⑤　その他の手当 (平成19年4月1日現在)

扶養手当 1 配偶者

2 配偶者以外の扶養親族
1人につき

※配偶者のいない職
　 員の場合は1人目

3 満16歳の年度始めから
満22歳の年度末までの
子1人に対する加算額

住居手当 1 住居を借り受け、月額
12,000円を超える家賃を
支払っている職員
月額最高

2 新築・購入の日から5年
を経過していない家を所
有している職員
月額

同じ 2,560千円 213,292円

12,114千円 224,324円

国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成18年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額
（平成18年度決算）

右業務の従事職員
右業務の従事職員

防疫手当
手当の名称 左記職員に対する支給単価

行旅死人の取扱作業
伝染病の防疫作業
主な支給対象業務

従事日1日当たり1,000円
従事日1日当たり2,000円

主な支給対象職員

死亡人取扱手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成18年度）

支給実績（平成18年度）
支給職員1人当たり平均支給年額（平成18年度）

手当の種類

千円
円
％
種類

0
0
0
2

支給職員1人当たり平均支給年額（平成18年度）
支給実績（平成18年度）

13,000円

支給実績（平成17年度）
支給職員1人当たり平均支給年額（平成17年度）

内容及び支給単価

同じ

6,500円

11,000円

千円
千円
千円
千円

8,660
91
8,552
130

5,000円

27,000円

2,500円

区 分



通勤手当 通勤距離が片道2㎞以上で
交通機関を利用し、あるいは
交通用具を使用して通勤し
ている職員
1 交通機関
月額最高

2 交通用具
（1）二輪

（2）四輪

宿日直手 宿日直勤務を命ぜられ、勤
当 務した職員

　年末年始期間は、100分の
150を乗じて得た額

管理職員 管理職手当支給対象職員
特別勤務 が臨時又は緊急の必要の
手当 ため週休日等に勤務した場

合に支給
4時間以下
4時間超　 

夜勤手当 正規の勤務時間として、午
後10時から翌日の午前5時
までの間に勤務した職員
1時間当たりの給与額×0.25
×時間数

休日勤務 祝日法による休日等におい
手当 て正規の勤務時間中に勤

務した職員
1時間当たりの給与額×1.35
×時間数

管理職手 管理又は監督の地位にあ
当 る職員（給料表に定める職

務の級が4級から6級）
5級、6級
4級

4,220千円

同じ

496千円

2,500～20,000円

異なる

234,444円
22,000円
16,000円

異なる
給料月額×
支給割合
（10%～25%）

0円

同じ 0千円 0円

0千円

4,200円

2,500円
5,000円

異なる

6時間以下
　4,000～
12,000円
6時間超
　6,000円～
18,000円

0千円 0円

異なる 年末年始の支給期間4,200円

2,000～20,900円

51,955円

2（1）二輪
・2,000～
24,500円
2（2）四輪
・2,000～
24,500円
・使用距離
区分

2,858千円55,000円



　(8)　特別職の報酬等の状況 (平成19年4月1日現在)

6月期 1.4月分
12月期 1.6月分
計 3.0月分

　(9)　公営企業職員の状況
　　1）水道事業
　　①　職員給与費の状況（決算）

　　②　平均年齢、基本給及び平均月収額の状況 (平成19年4月1日現在)

備考 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含んでいます。
　　③　職員の手当の状況
ア期末手当・勤勉手当
1人当たり平均支給額（平成18年度）

支給割合（平成18年度）
期末手当 勤勉手当

加算措置の状況

イ退職手当
支給率
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置

( 退職時特別昇給 無 )
1人当たり平均支給額

区 分 期末手当支給割合

300,000
250,000
230,000

給料月額等(円)
700,000
590,000助　 役

議　 長
副議長
議　 員

530,000
給料

報酬

収入役

町　 長

3.0 月分 1.45 月分

21.9

純損益又は
実質収支

％
B／A

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有

自己都合

区分
総費用

A

平均年齢 基本給 平均月収額

平成18年度
43,703199,249 46,821

占める職員給与比率
17年度の総費用に
（参考）職員給与費

B

総費用に占める
職員給与比率

％
21.5

千円 千円 千円

勧奨・定年
23.50 月分 30.55 月分

54.2歳 387,200円 597,166円

千円

33.50 月分 41.34 月分

月分 59.28 月分
47.50 月分 59.28 月分

定年前早期退職特
例措置（2%～20%加算）

-千円 -千円

59.28



ウ時間外勤務手当

エその他の手当

扶養手当 1 配偶者

2 配偶者以外の扶養親族
1人につき

※配偶者のいない職
　 員の場合は1人目

3 満16歳の年度始めから
満22歳の年度末までの
子1人に対する加算額

住居手当 1 住居を借り受け、月額
12,000円を超える家賃を
支払っている職員
月額最高

2 新築・購入の日から5年
を経過していない家を所
有している職員
月額

通勤手当 通勤距離が片道2㎞以上で
交通機関を利用し、あるいは
交通用具を使用して通勤し
ている職員
1 交通機関
月額最高

2 交通用具
（1）二輪

（2）四輪

55 千円
支給職員1人当たり平均支給年額（平成18年度） 28 千円
支給実績（平成17年度） 581 千円
支給職員1人当たり平均支給年額（平成17年度） 291 千円

国の制度と
異なる内容

支給実績
（平成18年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額
（平成18年度決算）

289,200円

2,500円

2,500～20,000円

1,446千円

11,000円

5,000円

2（1）二輪
　2,000～
24,500円
2（2）四輪
　2,000～
24,500円
　使用距離
区分

186千円 46,500円

同じ 0千円 0円

同じ

13,000円

6,500円

27,000円

支給実績（平成18年度）

55,000円

2,000～20,900円

区 分 内容及び支給単価 国の制度
との異同

異なる



管理職員 管理職手当支給対象職員
特別勤務 が臨時又は緊急の必要の
手当 ため週休日等に勤務した場

合に支給
4時間以下
4時間超　 

管理職手 管理又は監督の地位にあ
当 る職員（給料表に定める職

務の級が4級から6級）
5級、6級
4級

　3　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
　(1)　勤務時間の状況 (平成19年4月1日現在)

　(2)　一般職員の年次有給休暇の使用状況 (平成18年1月1日～平成18年12月31日）

　(3)　特別休暇の導入状況

公民権行使 必要と認められる期間
証人、参考人等出頭 必要と認められる期間
骨髄移植 必要と認められる期間
ボランティア 1の年において5日以内
職員の結婚 連続する5日以内
産前産後 出産予定日以前6週間から産後8週間を経過する日
育児時間 1日につき2回各30分
妻の出産 2日以内
忌引き 配偶者10日、父母7日、子5日、祖父母3日他
法事等 1日以内
夏季 原則連続する3日以内
天災被害 10日以内
出勤困難 必要と認められる期間

休憩時間
12:00～13:00

開始時刻
8:30

終了時刻
17:308時間

勤務時間

23.0%

総取得日数
(ｃ)

平均取得日数
(ｃ)／(ａ)

消化率
(ｃ)／(ｂ)

73人 2,901日 672.4日 9.2日

職員数
(ａ)

総付与日数
(ｂ)

付 与 日 数種 類

0千円 0円

2,500円
5,000円

給料月額×
支給割合
（10%～25%）

6時間以下
　4,000～
12,000円
6時間超
　6,000円～
18,000円

22,000円
16,000円

異なる 456千円 228,000円

異なる



　4　職員の分限及び懲戒処分の状況
　(1)　分限処分の状況 (平成18年度) (単位：人)

勤務実績が良くない場合
心身の故障の場合
職に必要な適格性を欠く場合
職制、定数の改廃、予算の減少
により廃職、過員を生じた場合
刑事事件に関し起訴された場合

　(2)　懲戒処分の状況 (平成18年度) (単位：人)

法令に違反した場合
職務上の義務に違反し
又は職務を怠った場合
全体の奉仕者たるにふさわ
しくない非行のあった場合

　5　職員の服務の状況
　(1)　育児休業等の取得状況 (平成18年度) (単位：人)

備考 平成18年度中に新たに取得した人数です。
　(2)　職務専念義務免除の状況 (平成18年度) (単位：件)

研修を受ける場合
厚生事業に関する計画の実施に参加する場合
その他任命権者が認める場合

処 分 事 由

区 分
男性 女性 計

取得者数

処 分 事 由 免職 降任

育児休業
部分休業

0
0

休職 計
0 0 0

0
0 0 0 0
0 0

0

0 0 0

0 0 0 0

停職

0

戒告 計減給
0

0

0

免職

0 0 0 0

0

0 1 1

0 0

1

計

計 0 0

0 0 0

0 1

0 0

区 分 件 数
0
29
12



　6　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
　(1)　研修状況 (平成18年度)

　(2)　勤務成績の評定状況
未実施。ただし、平成19年10月から実施。

　7　職員の福祉及び利益の保護の状況
　(1)　公務災害・通勤災害の認定件数 (平成18年度) (単位：件)

公務災害
通勤災害

　(2)　職員の健康の保持増進対策状況 (平成18年度) (単位：人)

職員健康診断
人間ドック・脳ドック・ストレスドック
　(3)　由良町職員互助会の状況 (平成18年度)
会員数
掛金

補助金

0

件 数区 分
0

0計

受診者数区 分

掛金率
その他600円

38

副課長級1,000円、主任級800円

1,046,500円

138,000円

67

特別職1,200円、課長級1,000円、

1人

125人

2人

1人
2人

修了者数

水道技術管理資格を取得する職員水道技術管理者資格取得講習会実務研修

政策形成能力向上研修
個人情報保護研修
地方自治法／地方公務員法講座
専門実務研修（法令実務）
専門実務研修（住民行政事務）

1人

研修名等

1人戸籍・住民基本台帳事務担当者

採用後5年以上8年未満の職員
主任経験2年未満の職員

1人

一般職員一次研修
監督者一次研修
管理者研修

4人
4人

地自／地公の知識を必要とする職員

法令事務担当者

対象者

課長級以上にある職員
政策形成能力を必要とする職員
個人情報保護の知識を必要とする職員



　8　公平委員会に係る業務の状況
　(1)　勤務条件に関する措置の要求の状況 (平成18年度) (単位：件)

前年度からの継続件数
当年度の新規措置要求件数
　(2)　不利益処分に関する不服申立ての状況 (平成18年度) (単位：件)

前年度からの継続件数
当年度の新規措置要求件数 0

区 分

区 分
0

件 数
0

件 数

0


